


































































































































































































and R.Honey, op. cit.(n.7above)p.848-849.後者については P. Thompson,

















































































the battle but losing the war...,Env.L.Rev.2008,10（1),pp.67-68.（このモロー
論文は、2006年グリンピース事件判決の意義について、若干、消極的な評価をおこ
なっている）。なお、日本でグリンピース事件という場合には核再処理施設ソープ












































































(14) これについては、R.（Nadarajah and Abdi）v.Secretary of State for Home
 
Department［2005］EWCA Civ.1363.が参照判例として引用されている。
(15) R.（on the application of Edwards）v. Environment Agency （No. 1）
［2004］EWHC 736（Admin）;［2004］3All E.R.21;［2004］ Env.L.R.43.






























































































(21) P.Cane,Administrative Law,4th ed.,2004,p.171.この趣旨を示す判決とし
て、Bates v.Lord Hailsham［1972］IWLK 1378.


























































































































(25) J.Thornton,Greenpeace and the law of consultations.J.P.L.（2007),p.
977.




























(27) 意見聴取に言及する初期のケースとして、R v.Secretary of State for Social
 
Service,ex p.Association of Metropolitan Authorities［1986］1WLR 1.などが
ある。
(28) このオーフス条約は、1998年６月にオーフス（デンマーク）で作成され、イギ
リスは2005年２月に批准した。この正式名称は、The Convention on Access to
 
Information,Public Participation in Decision Making and Access to Justice in
 
Environmental Mattersである。

















































































事件の判決（R,（on the application of Medway Council） v.Secretary of State
 
















of Wandsworth LBC）v. Secretary of State for Transport［2005］EWHC
20（Admin）;［2006］1E.G.L.R.91;［2005］8E.G 191（C.S.））。
早法85巻３号（2010）686
ムに移行する試みがなされているのである。もちろん、この国民全体への
意見聴取システムの採用は、審問の負担軽減、もしくは適切な意見聴取が
なされて成立した政策の実施段階での、国民からの異議の提出を制限しよ
うとする
(33)
意図も含まれていることに留意しておく必要があるが、先端科学
技術を利用する大規模施設建設の是非に関する政策立案段階への国民参加
と司法統制という意味で注目にあたいするものである。
(33) プロジェクト自体の必要性や立地場所（政策のなかに立地場所の候補が入って
いる場合）については、意見聴取にもとづいて政策が適切に決定された場合、それ
らの問題については、それ以降の行政過程において国民に異議を申し立てる権利を
制限するということが目指されている側面がある。
イギリスにおける先端科学技術政策の手続的司法統制（首藤) 687
